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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定燃料の燃焼ガスの保有する熱で水を加熱する熱源部と、前記熱源部で得られた温水
を給湯先に供給すると共に水供給源から熱源部に水を導く管路とを少なくとも備える給湯
システムにおいて、
　所定の作動流体を加熱する加熱器と、前記作動流体の少なくとも一部を導入されて流体
の保有する熱エネルギを動力に変換する膨張機と、当該膨張機を出た作動流体を冷却する
冷却器と、当該冷却器を出た作動流体を前記加熱器へ送込む圧縮機とを少なくとも備える
動力サイクル機構部、及び、前記膨張機で得られた動力で発電を行う発電機を備え、
　前記熱源部における熱発生量や前記動力サイクル機構部の動作状態、並びに給湯状態を
電力や給湯の要求状況に応じて制御する制御部を備え、
　前記熱源部が、発生させた熱の少なくとも一部で前記作動流体を加熱する作動流体熱交
換部を有して、前記動力サイクル機構部の加熱器を兼ねる一方、潜熱回収用熱交換部を有
してなり、
　前記動力サイクル機構部の冷却器が、前記管路を通じ前記水供給源から送給される水を
、前記作動流体と熱交換する冷却用媒体の少なくとも一つとして流入出可能とされ、
　前記制御部が、発電出力の要求があり、且つ、仮に前記動力サイクル機構部を作動させ
た状態での冷却器における放出熱量の最小値よりも熱負荷の熱要求量が上回ることが見込
める場合、動力サイクル機構部を作動状態とし、
　水供給源からの水が、最初に前記潜熱回収用熱交換部に導入されて加熱されることを
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　特徴とする給湯システム。
【請求項２】
　前記請求項１に記載の給湯システムにおいて、
　前記熱源部と膨張機との間の作動流体流路所定位置から分岐され、膨張機と冷却器との
間の作動流体流路所定位置に合流するバイパス流路と、
　前記熱源部と膨張機との間の作動流体流路における前記バイパス流路の分岐位置に配設
され、熱源部寄り流路の膨張機寄り流路及びバイパス流路への各連通度合を調整して作動
流体の膨張機側へ向う量とバイパス流路を経由して冷却器へ向う量との割合を変更可能と
する流路切換弁とを備え、
　前記制御部が、電力負荷側からの電力要求量又は熱負荷側からの熱要求量に応じて、前
記流路切換弁を調整制御することを
　特徴とする給湯システム。
【請求項３】
　前記請求項２に記載の給湯システムにおいて、
　前記管路が、前記冷却器から熱源部を経由して給湯先に向う主管路と、当該主管路にお
ける冷却器と熱源部との間の所定位置から分岐されて熱源部より給湯先側の所定位置で主
管路に合流する支管路とを有すると共に、前記主管路と支管路の分岐位置に配設されて主
管路の冷却器寄り部分が主管路の熱源部寄り部分と支管路のいずれに連通するかを切換え
る給水切換弁を有してなり、
　前記制御部が、冷却器出口での水温が給湯に係る所定設定温度に達している場合には、
前記給水切換弁を冷却器出口と支管路側との連通状態とし、前記設定温度に達していない
場合には給水切換弁を冷却器出口と熱源部側との連通状態とする制御を行うことを
　特徴とする給湯システム。
【請求項４】
　前記請求項１ないし３のいずれかに記載の給湯システムにおいて、
　前記作動流体が、水より低沸点となる非共沸混合媒体とされ、
　前記熱源部の作動流体熱交換部と前記動力サイクル機構部の膨張機との間の作動流体流
路に、作動流体熱交換部で蒸発した気相作動流体と液相作動流体とを分離する気液分離器
を配設すると共に、当該気液分離器で分離した液相作動流体を冷却器に向わせる支流路を
配設することを
　特徴とする給湯システム。
【請求項５】
　前記請求項４に記載の給湯システムにおいて、
　前記熱源部が、高温の燃焼ガスの到達する部位に水加熱部分を位置させ、当該水加熱部
分より低温の燃焼ガスが到達する部位に前記作動流体熱交換部を位置させることを
　特徴とする給湯システム。
【請求項６】
　前記請求項１ないし５のいずれかに記載の給湯システムにおいて、
　水供給源からの水が、最初に前記潜熱回収用熱交換部に導入されて加熱された後、動力
サイクル機構部が作動状態の場合は、冷却器及び熱源部の水加熱部分に、又は冷却器のみ
に導入されて加熱され、動力サイクル機構部が作動していない場合は、冷却器をバイパス
する支管路を通じて、冷却器には通されずに熱源部の水加熱部分に導入されて加熱される
ことを
　特徴とする給湯システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水を加熱して温水とした上でこれを必要とする給湯先に供給する給湯システ
ムに関し、特に、作動流体を加熱、冷却させつつ循環させ、熱エネルギを保有する作動流
体に仕事を行わせて動力を得る動力サイクルを併用して、水の加熱に用いる熱源と加熱前
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の水との温度差を利用して動力サイクルにて発電用動力を取出し、同時に作動流体との熱
交換で水の加熱も行って、発生させた熱を無駄なく有効利用できる給湯システムに関する
。
【背景技術】
【０００２】
　天然ガス、プロパンガス等のガス燃料（以下、ガスと略す）は着火性、燃焼性に優れ、
供給体制も整備されて極めて使用しやすい燃料として普及しており、このガスを燃焼させ
て水を加熱し、温水を供給する給湯システムは、瞬間湯沸し器や風呂給湯器等として一般
家庭の住宅に広く普及している。近年では、ガスを燃焼させて水を加熱する点にとどまら
ずに、ガスの有するエネルギを有効利用して電力や熱を得るコージェネレーションシステ
ムも住宅用として提案されている。
【０００３】
　ガスを用いた住宅用のコージェネレーションシステムとしては、ガスエンジンで発電し
、発電時のエンジン排熱で温水を得るシステムや、ガスを改質して燃料とする燃料電池で
発電し、発電時の電池からの排熱で温水を得るシステムが一般的である。
【０００４】
　このような従来のコージェネレーションシステムのうち、ガスエンジンを用いる例とし
て、特開２００２－３０４９２７号公報に記載されるものがあり、また、燃料電池を用い
る例として、特開平１１－２２３３８５号公報に記載されるものがある。
【０００５】
　これら従来のコージェネレーションシステムは、発電部分の排熱を給湯や暖房用等の水
の加熱に利用することで、発電により得た電力を利用できるだけでなく、給湯や暖房を行
うことができ、ガスから発生させた熱を有効に利用して住宅全体でのエネルギ消費を抑え
、且つ環境負荷の抑制を図るものであった。
【特許文献１】特開２００２－３０４９２７号公報
【特許文献２】特開平１１－２２３３８５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　従来のコージェネレーションシステムは、前記各特許文献に示される構成となっており
、住宅用として用いる場合、小型化と共に宅内での頻繁な熱利用に対応することが求めら
れるが、特に、前記特許文献１に示されるガスエンジンを用いるシステムでは、電力負荷
追従運転状態としたり、発生させた余剰電力を他へ転用したりすることが極めて難しいこ
とから、宅内での電力需要が少ないときはエンジンによる発電を停止せざるを得ず、一日
におけるシステムの作動期間が短くなる上、エンジン停止と同時に排熱も生じなくなるこ
とから、水加熱等に熱が必要な場合は補助ボイラ等の他熱源を併用せざるを得ず、エネル
ギ節減効果を大きくすることが難しいという課題を有していた。
【０００７】
　一方、前記特許文献２に示されるガス改質燃料タイプの燃料電池を用いたシステムは、
電力負荷変動に応じて熱電比をある程度変えることができ、システムを長時間作動状態に
できるものの、発電時の排熱が少ないため、ピーク時の熱需要に対応する補助ボイラ等の
他熱源が必須となり、燃料電池自体や改質器と合わせて導入時のコストが極めて大きいと
いう課題を有していた。
【０００８】
　また、いずれの従来システムも、所定の発電出力を得る場合に同時に排熱として発生さ
せられる熱出力の割合がそれほど大きくなく、宅内での各電力負荷のピーク時総電力要求
量を基準としてシステムの発電出力を決定したとしても、宅内における給湯や暖房用等の
各種熱負荷のピーク時総熱要求量に発電部の排熱のみでは対応できないため、熱出力を補
う補助ボイラが必要となる。しかし、補助ボイラからの熱出力分を考慮したシステム全体
の発電効率は、補助ボイラが発電に関わらないため、当然ながら低くなり、商用電力利用
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の場合に比べ際立った利点を有しているとは言い難いという課題を有していた。
【０００９】
　さらに、いずれの従来システムも、熱出力を効率よく得られるのは発電部の定常動作中
のみであり、また発電部は余剰電力を発生させられない事情から、発電部の運転時間を十
分に確保し、電力と共に熱出力を確実に且つ効率よく得るためには、発電部においては、
住宅での最大電力消費時の電力要求量より低い最大発電出力とせざるを得ない。この場合
、結果的にピーク時には電力要求量に対応できないため、商用電力の導入が欠かせないも
のとなり、エネルギ節減や環境負荷低減の効果が現実には大きくないという課題を有して
いた。
【００１０】
　本発明は前記課題を解消するためになされたもので、発生させた燃焼ガスの熱で動力サ
イクルを作動させ、取出した動力で発電を行うと共に、動力サイクルの低温熱源として給
湯用の水を用いて十分な給湯能力を確保し、燃料から発生させた熱を有効に利用してエネ
ルギ消費と環境負荷を共に低減できる給湯システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明に係る給湯システムは、所定燃料の燃焼ガスの保有する熱で水を加熱する熱源部
と、前記熱源部で得られた温水を給湯先に供給すると共に水供給源から熱源部に水を導く
管路とを少なくとも備える給湯システムにおいて、所定の作動流体を加熱する加熱器と、
前記作動流体の少なくとも一部を導入されて流体の保有する熱エネルギを動力に変換する
膨張機と、当該膨張機を出た作動流体を冷却する冷却器と、当該冷却器を出た作動流体を
前記加熱器へ送込む圧縮機とを少なくとも備える動力サイクル機構部、及び、前記膨張機
で得られた動力で発電を行う発電機を備え、前記熱源部における熱発生量や前記動力サイ
クル機構部の動作状態、並びに給湯状態を電力や給湯の要求状況に応じて制御する制御部
を備え、前記熱源部が、発生させた熱の少なくとも一部で前記作動流体を加熱する作動流
体熱交換部を有して、前記動力サイクル機構部の加熱器を兼ねる一方、潜熱回収用熱交換
部を有してなり、前記動力サイクル機構部の冷却器が、前記管路を通じ前記水供給源から
送給される水を、前記作動流体と熱交換する冷却用媒体の少なくとも一つとして流入出可
能とされ、前記制御部が、発電出力の要求があり、且つ、仮に前記動力サイクル機構部を
作動させた状態での冷却器における放出熱量の最小値よりも熱負荷の熱要求量が上回るこ
とが見込める場合、動力サイクル機構部を作動状態とし、水供給源からの水が、最初に前
記潜熱回収用熱交換部に導入されて加熱されるものである。
　このように本発明によれば、熱源部で発生させた熱を動力サイクルの高温熱源として使
用し、熱を動力に変換して発電を行う一方、動力サイクルの低温熱源として給湯用の水を
使用して冷却器で作動流体と熱交換させ、水の加熱を行う形で動力サイクルの排熱を回収
し、サイクル稼働を実現することにより、給湯に加えて電力供給を行うことができ、使用
箇所での電力需要の一部を賄えると共に、発電を行いつつ十分な熱を発生させることがで
き、熱電比が一般的な電力需要と熱需要に見合った適切なものとなり、且つ発生させる熱
出力の最大値も十分大きく、電力発生に関わる熱発生で十分熱需要に対応でき、電力発生
に関わらない熱発生を抑えてシステム全体の発電効率を高められ、エネルギ節減及び環境
負荷低減を確実なものとすることができる。また、熱源部でも水加熱が行え、給湯用の水
に十分な熱を与えることができ、高い給湯能力を確保して様々な給湯需要に確実に対応可
能となる。
【００１２】
　また、本発明に係る給湯システムは必要に応じて、前記熱源部と膨張機との間の作動流
体流路所定位置から分岐され、膨張機と冷却器との間の作動流体流路所定位置に合流する
バイパス流路と、前記熱源部と膨張機との間の作動流体流路における前記バイパス流路の
分岐位置に配設され、熱源部寄り流路の膨張機寄り流路及びバイパス流路への各連通度合
を調整して作動流体の膨張機側へ向う量とバイパス流路を経由して冷却器へ向う量との割
合を変更可能とする流路切換弁とを備え、前記制御部が、電力負荷側からの電力要求量又
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は熱負荷側からの熱要求量に応じて、前記流路切換弁を調整制御するものである。
【００１３】
　このように本発明によれば、動力サイクル機構部に膨張機を通らない作動流体流路とな
るバイパス流路を設けると共に、上流側流路の膨張機側とバイパス流路側への各連通状態
を調整する流路切換弁並びにこれを操作制御する制御部を配設し、制御部で流路切換弁を
調整して作動流体の膨張機へ向う量と前記バイパス流路を通って直接冷却器に向う量との
割合を制御することにより、膨張機へ向う作動流体の量を変えて膨張機で得られる動力及
びこの動力に基づく発電機の発電量を調整できることに加え、膨張機を経て仕事をした作
動流体と膨張機を経由せず熱を維持した作動流体の冷却器における割合も変わることで、
冷却器における作動流体からの放熱量が変化することとなり、電力負荷や熱負荷の状況に
応じて流路切換弁を制御して、発電機の発電出力と冷却器での熱出力のバランスを最適な
状態に調整できる。さらに、発電機を負荷追従運転状態とすることができ、発電部分の稼
働率を大きく高められることに加え、発電機の最大発電出力を使用箇所におけるピーク時
の電力要求量にほぼ一致させても、余剰電力を発生させず無理なくシステムを運用でき、
システムの発電量を増やして商用電力への依存度を小さくでき、エネルギコスト及び環境
負荷の有効な削減が図れる。
【００１４】
　また、本発明に係る給湯システムは必要に応じて、前記管路が、前記冷却器から熱源部
を経由して給湯先に向う主管路と、当該主管路における冷却器と熱源部との間の所定位置
から分岐されて熱源部より給湯先側の所定位置で主管路に合流する支管路とを有すると共
に、前記主管路と支管路の分岐位置に配設されて主管路の冷却器寄り部分が主管路の熱源
部寄り部分と支管路のいずれに連通するかを切換える給水切換弁を有してなり、前記制御
部が、冷却器出口での水温が給湯に係る所定設定温度に達している場合には、前記給水切
換弁を冷却器出口と支管路側との連通状態とし、前記温度に達していない場合には給水切
換弁を冷却器出口と熱源部側との連通状態とする制御を行うものである。
【００１５】
　このように本発明によれば、管路に熱源部を経由する主管路と経由しない支管路を設定
し、冷却器出口での水温に応じて、給水切替弁で水を熱源部側と支管路側のいずれに流す
かを切換えることにより、冷却器で水を十分な温水にする熱量を与えられれば、熱源部で
の熱発生状態に関わりなく冷却器から熱源部を通さず直接給湯先に向けて温水を送給でき
ることとなり、冷却器から熱源部に向う管路と熱源部における熱損失及び流路損失を防い
で効率よく給湯を行える。
【００１６】
　また、本発明に係る給湯システムは必要に応じて、前記作動流体が、水より低沸点とな
る非共沸混合媒体とされ、前記熱源部の作動流体熱交換部と前記動力サイクル機構部の膨
張機との間の作動流体流路に、作動流体熱交換部で蒸発した気相作動流体と液相作動流体
とを分離する気液分離器を配設すると共に、当該気液分離器で分離した液相作動流体を冷
却器に向わせる支流路を配設するものである。
【００１７】
　このように本発明によれば、水より低い温度でも気液の相変化が生じる非共沸混合媒体
を作動流体とすると共に、膨張機の上流側で気相分と液相分とを分離する気液分離器を設
け、気液分離器で分離した気相作動流体をそのまま膨張機に、液相作動流体を膨張機に通
さずに冷却器にそれぞれ流入させ、気相作動流体に膨張機で仕事を行わせ、また膨張機を
出た気相の作動流体及び気液分離器を出た液相の作動流体の両方を冷却器で水と熱交換さ
せることにより、高温熱源と低温熱源との温度差が小さくても動力サイクルを動作させら
れることとなり、熱源部における作動流体の加熱温度を低く抑えることができ、作動流体
熱交換部に対し投入する熱量を小さくして発電に係るエネルギ消費を低減できる上、熱源
部で発生する熱エネルギのうち熱として使用する分の割合を多くすることができ、熱電比
を実際の使用状況に対応した適切なものにできる。
【００１８】
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　また、本発明に係る給湯システムは必要に応じて、前記熱源部が、高温の燃焼ガスの到
達する部位に水加熱部分を位置させ、当該水加熱部分より低温の燃焼ガスが到達する部位
に前記作動流体熱交換部を位置させるものである。
【００１９】
　このように本発明によれば、熱源部における水加熱部分より低温の燃焼ガスの到達する
部位に作動流体熱交換部を配設し、熱源部で高温の燃焼ガスと水とを熱交換させる一方、
より低温の燃焼ガスと作動流体とを熱交換させることにより、水に対して十分な熱を与え
られるようにして給湯能力を確保しつつ、低い温度でも相変化を生じさせられ、流量変化
もほとんどない作動流体に対しては過度に熱を与えず必要十分な加熱状態として熱エネル
ギを有効に利用できると共に、動力サイクルの稼働を安定化できる。加えて、作動流体熱
交換部の耐熱性を緩和でき、熱源部のコストダウンが図れる。
【００２０】
　また、本発明に係る給湯システムは必要に応じて、水供給源からの水が、最初に前記潜
熱回収用熱交換部に導入されて加熱された後、動力サイクル機構部が作動状態の場合は、
冷却器及び熱源部の水加熱部分に、又は冷却器のみに導入されて加熱され、動力サイクル
機構部が作動していない場合は、冷却器をバイパスする支管路を通じて、冷却器には通さ
れずに熱源部の水加熱部分に導入されて加熱されるものである。
                                                                                
【００２１】
　このように本発明によれば、熱源部に燃焼ガスの潜熱回収を行う熱交換部が配設され、
水をこの潜熱回収用熱交換部で予熱して温めた上で冷却器等でさらに加熱することにより
、燃焼ガスの保有する熱エネルギを最大限に利用でき、潜熱回収での温度上昇分、水を給
湯に適した設定温度に到達させるために冷却器及び／又は熱源部の水加熱部分で与える熱
量を小さくすることができ、無駄なエネルギ消費を抑えてエネルギコスト及び環境負荷を
より一層削減できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　以下、本発明の一実施形態を図１ないし図７に基づいて説明する。本実施形態では燃料
としていわゆる都市ガス（天然ガス）を用い、且つ作動流体として非共沸混合媒体を用い
た住宅用給湯システムの例について説明する。図１は本実施形態に係る給湯システムの概
略系統図、図２は本実施形態に係る給湯システムにおける熱源部の概略構成図、図３は本
実施形態に係る給湯システムにおける給湯開始制御のフローチャート、図４は本実施形態
に係る給湯システムにおける給湯継続可否及び給湯状態調整制御のフローチャート、図５
は本実施形態に係る給湯システムにおける発電開始制御のフローチャート、図６は本実施
形態に係る給湯システムにおける発電出力制御のフローチャート、図７は本実施形態に係
る給湯システムにおける発電継続可否制御のフローチャートである。
【００２３】
　前記各図において本実施の形態に係る給湯システム１は、ガスを燃焼させて熱を発生さ
せる熱源部１０と、この熱源部１０で加熱される作動流体の相変化で発電のための動力を
得る動力サイクル機構部２０と、この動力サイクル機構部２０により発生させた動力で発
電を行う発電機３０と、水供給源から水を各部に導くと共に温水を給湯先に供給する管路
４０と、前記熱源部１０における熱発生量や動力サイクル機構部２０の動作状態、並びに
給湯状態を電力や給湯の要求状況に応じて制御する制御部５０を備える構成である。
【００２４】
　前記熱源部１０は、水の通る配管群及び管周囲の受熱体からなる水加熱部１１とは別に
、バーナ１３でガスを燃焼させて発生させた熱の一部又は全部で作動流体を加熱し蒸発さ
せる作動流体熱交換部１２を有する構成であり、動力サイクル機構部２０の加熱器（蒸発
器）を兼ねるものである。なお、前記水加熱部１１は、一般的な給湯用の熱交換部として
燃焼ガスで水を加熱可能な公知の構造であり、また、前記作動流体熱交換部１２も、公知
の熱交換器における一方の流路に燃焼ガス、他方の流路に作動流体をそれぞれ流通させて



(7) JP 4296200 B2 2009.7.15

10

20

30

40

50

熱交換を行わせるものであり、各構成の詳細な説明を省略する。
【００２５】
　水加熱部１１は、その水側流路が管路４０に接続されており、この管路４０を通じて水
を導入されてこれを加熱し、温水として送出す仕組みとなっている。一方、作動流体熱交
換部１２は、その作動流体側流路を動力サイクル機構部２０のポンプ２４出口並びに気液
分離器２１入口とそれぞれ連通する状態とされる構成である。
【００２６】
　この作動流体熱交換部１２内で燃焼ガスとの熱交換で温められる作動流体は、非共沸混
合媒体（例えば、水とアンモニアの混合流体）であり、温められその一部が蒸発すること
で低沸点成分が大部分を占める気相分と、高沸点成分が大部分を占める液相分との混相状
態となる。
【００２７】
　そして、作動流体熱交換部１２に対しては、熱源部１０内の燃焼ガス流路設定やバーナ
１３との位置関係、バーナ１３の燃焼状態（火力）設定により、水加熱部１１表面におけ
る温度と比べて低い温度となった燃焼ガスが接触する構成となっており、小温度差でも十
分に相変化を生じさせられる非共沸混合媒体の作動流体に対し適切な加熱能力を確保しつ
つ、作動流体に過度に熱を与えない仕組みとなっている。そして、熱源部１０で水加熱部
１１に水を通さない場合は、バーナ稼働数や炎の大きさの調整でバーナ１３の燃焼を抑え
たり、熱源部１０内における燃焼ガス流路を変化させて高温の燃焼ガスが直接バーナ１３
から作動流体熱交換部１２に達しないようにするなどして、作動流体熱交換部１２におけ
る作動流体の加熱に適切な温度状態を得る構成である。
【００２８】
　前記動力サイクル機構部２０は、前記熱源部１０で加熱されて高温且つ気液混相状態と
なった作動流体を気相分と液相分とに分離する気液分離器２１と、気相の作動流体により
動作する膨張機としてのタービン２２と、このタービン２２を出た気相の作動流体を凝縮
させて液相とする前記冷却器としての凝縮器２３と、凝縮器２３から出た作動流体を所定
の送給圧力で熱源部１０へ送出す前記圧縮機としてのポンプ２４と、タービン２２の手前
側で気相作動流体をタービン２２に向う分とバイパス流路２５を通って凝縮器２３に向う
分の割合を決める流路切換弁２６とを備える構成である。このうち、気液分離器２１、タ
ービン２２、及びポンプ２４については、一般的な非共沸混合媒体を作動流体とする動力
サイクルで用いられるのと同様の公知の装置であり、説明を省略する。なお、この動力サ
イクル機構部２０の膨張機としては、タービン２２に限らず、スクリュー型膨張機や容積
型膨張機等を用いることもできる。
【００２９】
　前記凝縮器２３は、内部の伝熱部を介して隔てられた隙間の一方に作動流体が流通し、
他方の隙間に冷却用媒体としての水が流通し、伝熱部を介して作動流体と水が熱交換を行
う公知の熱交換器構成であり、詳細な説明を省略する。この凝縮器２３では、タービン２
２及び／又はバイパス流路２５を経た気相の作動流体と共に、気液分離器２１で気相分と
分離され支流路２７を経た高温液相の作動流体も同時に導入される。このうち気相の作動
流体は、タービン２２を経る分とバイパス流路２５を経た分との割合が発電や熱出力等の
状況により変わるため、凝縮器での放熱量も変化することとなり、凝縮器出口での水温は
大きく変化する。一方、液相の作動流体は、気液分離器２１を出た後、支流路２７中に配
設された減圧弁２８を経由して圧力を調整された後、凝縮器３０に導入される仕組みであ
る。
【００３０】
　なお、凝縮器２３で放出される動力サイクル機構部２０の排熱は十分大きいことから、
熱交換部分を複数設け、作動流体と熱交換する冷却用媒体を複数用いる構成とすることも
でき、例えば、給湯用の水に加えて、暖房用のブライン等、他の熱媒体も作動流体と熱交
換させることで、水加熱で使い切れない場合の排熱を有効に利用して動力サイクルの稼働
率を向上させられる。逆に、動力サイクル機構部２０の作動する状態における凝縮器２３
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で作動流体から放出する熱量が、その調整可能範囲において取り得る最小値となっても、
給湯等の熱負荷からの熱要求量の方がさらに少ない値となる場合には、凝縮器２３からの
放熱に支障を来して動力サイクル機構部２０が正常に作動しなくなるため、凝縮器２３と
は別に作動流体を冷却する強制空冷タイプ等のシステム保護用放熱装置を用いたり、制御
部５０が熱源部１０の作動流体熱交換部１２における燃焼ガスと作動流体との熱交換を止
め、動力サイクル機構部１０を停止させる仕組みとする。
【００３１】
　前記流路切換弁２６は、動力サイクル機構部２０における気液分離器２１とタービン２
２との間の流路に配設され、流路切換弁２６より上流側流路に対するタービン２２へ向う
流路とバイパス流路２５の連通状態を調整し、タービン２２側流路とバイパス流路２５の
それぞれを通る作動流体の割合を変化させるものである。バイパス流路２５は、この流路
切換弁２６の位置で気液分離器２１からタービン２２へ向う流路から分岐され、タービン
２２と凝縮器２３との間の流路に合流する支流路である。
　前記発電機３０は、連結されたタービン２２により回転駆動されて発電を行う公知の装
置であり、説明を省略する。
【００３２】
　前記管路４０は、水供給源から凝縮器２３へ通じる上流部分に対し、凝縮器２３以降の
下流部分が、凝縮器２３から熱源部１０を経由して給湯用カランや貯湯タンク等の給湯先
に向う主管路４１と、この主管路４１における凝縮器２３と熱源部１０との間の所定位置
から分岐されて熱源部１０より給湯先側の所定位置で主管路４１に合流する支管路４２か
らなる構成である。主管路４１と支管路４２の分岐位置には、主管路４１の凝縮器２３寄
り部分が主管路４１の熱源部１０寄り部分と支管路４２のいずれに連通するかを切換える
給水切換弁４３が配設される。なお、前記水供給源としては、水道など所定の圧力で水を
供給することのできるものを利用するが、これに限らず、一般的な給湯装置で用いられる
のと同様のポンプを併用して送給圧力を付加するようにしてもよく、その場合供給圧力が
無いか小さい給水源からの水を用いることもできる。
【００３３】
　前記制御部５０は、負荷側からの電力要求量や給湯等に係る熱要求量に応じて、熱源部
１０や流路切換弁２６、給水切換弁４３、発電機３０等を制御するものである。特に、動
力サイクル機構部２０の作動状態で流路切換弁２６を動作させることで、動力サイクル機
構部２０における気相作動流体のタービン２２へ向う流量とバイパス流路２５を通って直
接凝縮器２３に向う流量との割合を調整制御でき、タービン２２で駆動される発電機３０
の発電出力を制御可能となっている。また、給水切換弁４３による凝縮器２３出口の支管
路４２側連通状態と熱源部１０側連通状態の切換え制御により、凝縮器２３を出た水（温
水）が熱源部１０を通る状態と熱源部１０を通らずに直接給湯先に向う状態を切換可能で
ある。ただし、制御部５０は、動力サイクル機構部２０作動状態における凝縮器２３で作
動流体から放出する熱量の調整可能範囲における最小値より、給湯等の熱負荷からの熱要
求量が少ない場合には、熱源部１０の作動流体熱交換部１２における燃焼ガスと作動流体
との熱交換を行わせず、動力サイクル機構部２０を停止状態にすると共に、給水切換弁４
３を凝縮器２３出口と熱源部１０側との連通状態にし、且つ熱源部１０で前記熱要求量に
対応する熱を発生させることとなる。
【００３４】
　制御部５０の制御情報としては、流路切換弁２６の各流路への開度、給水切換弁４３の
切換状態の他、従来の給湯装置や動力サイクルを用いた発電装置と同様、凝縮器２３入口
水温、出口水温、熱源部出口水温、タービン回転数（発電機出力周波数）、発電機出力電
圧、熱源部１０のガス流量調整弁開度（バーナ火力強弱の度合）、空気量調整部開度等が
検知されて制御部５０に入力される。
【００３５】
　また、制御部５０では、凝縮器２３における熱出力が熱要求量に対し不足する場合の制
御において、電力供給優先と給湯優先の二つの制御モードを有しており、電力供給優先の
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場合は熱源部１０での補助加熱により、逆に給湯優先の場合はタービン２２へ向う作動流
体の量を減らして凝縮器２３での熱出力を高めることにより、それぞれ熱要求量に見合う
熱出力をシステム全体で確保する仕組みである。
【００３６】
　次に、本実施の形態に係る給湯システムの動作について説明する。前提として、水道な
どの十分な水供給圧力のある水供給源から、水が給湯要求に対し十分な流量で本システム
に導入可能となっているものとする。この水供給源から導入された水は、動力サイクル機
構部２０の凝縮器２３に導入される。
【００３７】
　一方、熱源部１０では燃料のガスを燃焼させ、高温の燃焼ガスを発生させている。この
燃焼ガスは、熱要求量の関係で動力サイクル機構部２０を作動させない場合は水加熱部１
１のみに送込まれ、また、動力サイクル機構部２０を作動させ且つその凝縮器２３におけ
る熱出力のみで熱要求量に対応できる場合には作動流体熱交換部１２のみに送込まれる。
そして、動力サイクル機構部２０を作動させると共に水を水加熱部１１に通す場合には、
水加熱部１１と作動流体熱交換部１２の両方に燃焼ガスが送込まれることとなる。
【００３８】
　熱源部１０の作動流体熱交換部１２に燃焼ガスが送込まれると、作動流体熱交換部１２
で燃焼ガスと作動流体とが熱交換して作動流体が加熱されると共に、凝縮器２３には作動
流体を冷す冷却用媒体として給湯用の水が導入されていることで、動力サイクル機構部２
０にサイクル動作を行わせることができる。
【００３９】
　詳細には、熱源部１０における加熱器としての作動流体熱交換部１２において、高温熱
源としてのガス燃焼により得られた燃焼ガスと、全て液相の作動流体とが熱交換する。こ
の熱交換で加熱された作動流体は、昇温に伴いその一部が蒸発して気液混相状態となる。
この混相状態の高温作動流体は熱源部１０の外へ出て、気液分離器２１に達する。
【００４０】
　気液分離器２１内で作動流体は気相分と液相分に分れ、気液分離器２１を出た気相の作
動流体は流路切換弁２６に達し、流路切換弁２６の調整度合に応じた割合で一部はタービ
ン２２へ向い、他はバイパス流路２５を通って直接凝縮器２３へ向う。また、液相の作動
流体は気液分離器２１から支流路２７に入り、減圧弁２８を経て凝縮器２３に導入される
。
【００４１】
　気相の作動流体がタービン２２に達するとこれを作動させることとなり、タービン２２
により発電機３０が駆動され、熱エネルギが使用可能な電力に変換される。こうしてター
ビン２２で仕事を行った気相作動流体は、圧力及び温度を低下させた状態となり、タービ
ン２２を出た後、凝縮器２３に導入される。
【００４２】
　なお、制御部５０により制御操作される流路切換弁２６において、作動流体のバイパス
流路２５を通る流量を増やす一方、作動流体がタービン２２へ到達する量を抑えた場合に
は、作動流体により生じさせられる動力が小さくなり発電量を抑えることができる。また
、直接凝縮器２３に達する作動流体の量が多くなるので、凝縮器２３では作動流体と水と
の熱交換される熱量が多くなり、これに伴い水の加熱量が増加し、給湯量の増大や給湯温
度上昇に対応できる。
【００４３】
　他方、流路切換弁２６の調整で作動流体のバイパス流路２５を通る流量を減らし、ター
ビン２２へ到達する作動流体の量を増大させた場合には、作動流体により生じさせられる
動力が大きくなり、発電量を増やすことができる。また、凝縮器２３では、タービン２２
で仕事をしてから凝縮器２３に達する作動流体の量が多くなるので、その分だけ作動流体
と水との熱交換される熱量は減少する。以上のように流路切換弁２６が調整されることで
、タービン２２で膨張する作動流体の量に基づく発電量や、凝縮器２３における熱交換に
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伴う水の加熱量等の変化を生じさせることができる。
【００４４】
　凝縮器２３では、内部に導入された気液分離器２１からの液相作動流体、タービン２２
を出た気相の作動流体、及びバイパス流路２５を通った気相の作動流体が混合状態となっ
て、隔壁を隔てた隙間に導入された冷却用媒体としての水と熱交換し、作動流体全体が冷
却される中、気相の作動流体が液相の作動流体への若干の吸収を伴いつつ、冷却に伴い凝
縮して液相となる。この全て液相となった作動流体は、凝縮器２３から外部に排出されて
後段側のポンプ２４に流入する。
【００４５】
　凝縮器２３を出た作動流体は、熱源部１０に入る前の初期状態の作動流体、すなわち液
相の作動流体としてはシステム内で最も低い温度及び圧力となっている。この全て液相の
作動流体は、ポンプ２４を経由して熱源部１０の作動流体熱交換部１２へ向け進むことと
なる。熱源部１０内に戻ると、前記同様に熱源部１０での熱交換以降の各過程を繰返すこ
ととなる。
【００４６】
　作動流体に対し、凝縮器２３での熱交換に使用された水は、作動流体からの熱を受けて
所定温度まで昇温している。この水は、凝縮器２３を出た段階で給湯に適した所定の設定
温度に達した温水となっていれば、制御部５０による給水切換弁４１の切換により管路４
０の支管路４２を経由して直接給湯先へ向うこととなる。逆に、凝縮器２３での熱交換で
得られる熱量が熱要求量に対し不足したり、動力サイクル機構部２０が非作動状態で凝縮
器２３から熱が得られないなど、凝縮器２３を出た水が前記設定温度に達していない場合
には、給水切換弁４１により凝縮器２３出口は熱源部１０側への連通状態とされ、水は給
水切換弁４１から管路４０の主管路４１を通じて熱源部１０へ向い、熱源部１０で燃焼ガ
スとの熱交換で加熱されて給湯用の設定温度に到達した上で、給湯先に送給され、使用に
供される。
【００４７】
　続いて、本実施の形態に係る給湯システムの各制御動作について図３ないし図７のフロ
ーチャートを用いて説明する。
　給湯開始に係る制御は、まず、給湯先としての給湯用カランが開となったり、貯湯タン
クから温水が出て貯湯タンクの温水量が減少するなどによって、温水供給指令が制御部５
０に入力される（ステップ００１）と、同時に、制御部５０は電力負荷が存在して発電出
力が要求されているか否かを判定する（ステップ００２）。発電出力の要求がある場合、
凝縮器２３の入口水温や流量等から、仮に発電のために動力サイクル機構部２０を作動さ
せた状態での凝縮器２３における放出熱量よりも、水の設定温度までの温度上昇分に相当
する熱要求量が上回ることが見込めるか否かを判定する（ステップ００３）。給湯に係る
熱要求量が凝縮器２３の放出熱量を上回ることが見込める場合、熱源部１０のバーナ１３
の燃焼動作を開始させ、作動流体熱交換部１２に燃焼ガスを導入し、動力サイクル機構部
２０を作動状態とすることで、凝縮器２３で作動流体と水とが熱交換して水加熱が開始さ
れる（ステップ００４）。この後、凝縮器２３出口での水温を取得し（ステップ００５）
、給湯に適した設定温度に達しているか否かを判定し（ステップ００６）。達していれば
給水切換弁４３を支管路側連通状態とし（ステップ００７）、熱源部１０を通さずに適温
の温水を給湯先へ向け送給するようにした後、処理を終了する。
【００４８】
　前記ステップ００６で凝縮器２３出口水温が給湯に適した設定温度に達していない場合
、給水切換弁４３を熱源部１０側に水を流通させる状態とする（ステップ００８）。続い
て、熱源部１０の水加熱部１１に対し燃焼ガスによる加熱が行われる状態とし（ステップ
００９）、水は水加熱部１１を通過して高温の燃焼ガスと熱交換することで温水となる。
得られた温水に対し、熱源部１０出口での主管路４１における温水温度を取得し（ステッ
プ０１０）、給湯に適した設定温度に達しているか否かを判定する（ステップ０１１）。
ここで設定温度に達していれば、そのまま適温の温水を給湯先へ向け送給する状態を維持



(11) JP 4296200 B2 2009.7.15

10

20

30

40

50

しつつ処理を終了する。また、前記ステップ０１１で設定温度に達していなければ、バー
ナ１３で燃焼させるガス量を増やし、燃焼ガス供給を増大させて温水温度を高める（ステ
ップ０１２）。そして再びステップ０１０に戻って処理を繰返す。
【００４９】
　前記ステップ００２で発電出力が要求されない場合や、ステップ００３で凝縮器２３に
おける放出熱量よりも水の熱要求量が上回ることが見込めない場合には、前記ステップ０
０８へ移行する。
【００５０】
　前記給湯開始制御に続く、給湯の継続可否並びに負荷変化に対する給湯状態調整に係る
制御は、給湯に係る熱要求量の変化を考慮して、まず、凝縮器２３出口の水温が給湯用の
設定温度範囲上限を超えたか否かを判定し（ステップ１０１）、水温が設定温度範囲上限
を超えている場合、凝縮器２３からの放熱過剰であるため、熱源部１０の作動流体熱交換
部１２への燃焼ガス供給を停止して作動流体の加熱を止め、動力サイクル機構部２０の作
動を停止させる（ステップ１０２）。そして制御部５０は給水切換弁４３の切換状態を判
別し（ステップ１０３）、凝縮器２３から温水が熱源部１０に向っている場合には、熱源
部１０出口での主管路４１における温水の温度が給湯用の設定温度範囲上限以下であるか
否かを判定する（ステップ１０４）。ここで設定温度範囲上限以下の場合、さらに温水の
温度が給湯用の設定温度範囲に含まれるか否かを判定する（ステップ１０５）。設定温度
範囲内であれば、そのまま適温の温水を給湯先へ向け送給する状態を維持する中、給湯用
カランが閉となったり、貯湯タンクの温水が満量となるなどによって、温水供給停止指令
が制御部５０に入力されたか否かを判定し（ステップ１０６）、温水供給停止指令が入力
された場合、続いて熱源部１０のバーナ１３がガス燃焼を停止させているか否かを判定し
（ステップ１０７）、バーナ１３がガス燃焼を停止させている場合はそのまま給湯処理を
終了する。前記ステップ１０７でガス燃焼状態にある場合は、バーナ１３でのガス燃焼を
停止させてから（ステップ１０８）、処理終了となる。また、前記ステップ１０６で温水
供給停止指令が入力されていない場合には、再びステップ１０１に戻って以降の処理を繰
返す。
【００５１】
　前記ステップ１０３で凝縮器２３から直接給湯先に温水が向っている場合には、給水切
換弁４３を切換えた（ステップ１０９）後、ステップ１０４に移行する。
　また、前記ステップ１０４で、水温が設定温度範囲上限を超えている場合、熱源部１０
の水加熱部１１への燃焼ガス供給を所定量減少させ、加熱を弱める（ステップ１１０）。
この後、前記ステップ１０４に戻り、処理を繰返す。前記ステップ１０５で熱源部１０出
口温度が設定温度範囲を下回る場合、バーナ１３で燃焼させるガス量を増やし、燃焼ガス
供給を増大させて温水温度を高める（ステップ１１１）。そして再びステップ１０５に戻
って処理を繰返す。
【００５２】
　前記ステップ１０１で水温が設定温度範囲上限を超えていない場合、制御部５０は給水
切換弁４３の切換状態を判別し（ステップ１１２）、凝縮器２３から温水が熱源部１０に
向っている場合には、前記ステップ１０４へ移行する。
【００５３】
　ステップ１１２で凝縮器２３から温水が直接給湯先に向っている場合には、凝縮器２３
出口の水温が給湯用の設定温度範囲内にあるか否かを判定し（ステップ１１３）、範囲内
にある場合、前記ステップ１０６へ移行する。ステップ１１３で範囲内になく、範囲下限
を下回っている場合、あらかじめ設定されている制御パターンが電力供給優先と給湯優先
のいずれであるか判定し（ステップ１１４）、電力供給優先の場合は、前記ステップ１０
９へ移行する。
【００５４】
　ステップ１１４で給湯優先の場合、流路切換弁２６を調整してタービン２２に向う気相
作動流体の流量を所定量減らす（ステップ１１５）。そしてあらためて凝縮器２３出口の
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水温が前記設定温度範囲内であるか否かを判定し（ステップ１１６）、設定温度範囲内で
ある場合は、前記ステップ１０６へ移行する。前記ステップ１１６で設定温度範囲を下回
る場合は、前記ステップ１１５に戻り処理を繰返す。
【００５５】
　発電に係る制御は、発電機３０を動作させる動力サイクル機構部２０の作動を負荷の変
化に対応させるものとなり、大きく分けて発電を開始させるための制御処理と、電力負荷
の電力要求量に発電出力を一致させる制御処理と、電力負荷や熱負荷の変化への対応を含
む発電の継続可否に係る制御処理からなる。発電部分と電力負荷との関係については、前
提として、発電機３０が宅内電力供給路へ接続がなされると商用電力と並行して発電機３
０で発生させた電力を負荷側に出力できる系統連系型の電力供給システムとなっているも
のとする。
【００５６】
　発電開始に係る制御は、まず、発電に係る各部動作を許容する指令が制御部５０に入力
された（ステップ２０１）後、電力負荷が存在して発電出力が要求されているか否かを判
定し（ステップ２０２）、発電出力の要求がある場合、その時点での熱負荷の熱要求量が
、仮に発電のために動力サイクル機構部２０を作動させた状態での凝縮器２３における放
出熱量（排熱量）の最小値以上となることが見込めるか否かを判定する（ステップ２０３
）。熱要求量が凝縮器２３の放出熱量を上回ることが見込める場合、熱源部１０の作動流
体熱交換部１２に燃焼ガスを導入し、動力サイクル機構部２０を作動状態とすることで、
発電機を動作させて発電が開始する（ステップ２０４）。初期状態では、タービン２２で
駆動される発電機３０の電力出力がポンプ２４等の自家消費電力分をまかなう程度の最小
出力となるよう、タービン２２への作動流体流入量は流路切換弁２６で必要最小限の量に
抑えられている。この後、タービン２２が安定した回転状態となり、発電機３０の電力出
力が前記最小出力に達したら、電力供給路に発電機３０を接続して電力負荷側へ発電機３
０からの電力供給が行える状態として（ステップ２０５）、処理を終了する。
【００５７】
　前記発電開始制御に続く、発電機３０の発電出力を電力要求量に一致させる制御につい
ては、まず、電力負荷における電力要求量を検出し（ステップ３０１）、発電機３０の電
力出力がこの負荷側での電力要求量に一致しているか否か判定する（ステップ３０２）。
ここで発電機３０の電力出力が電力要求量に一致している場合、そのまま処理終了となり
、次の電力負荷及び熱負荷変化の監視下における発電の継続可否制御状態に移行すること
となる。なお、本制御処理が実行されるのは、電力供給開始直後や、後述する発電の継続
可否制御を経て発電停止が選択されない状況で本制御処理に移行する場合のみであり、制
御開始時点で発電機３０の発電出力が負荷からの電力要求量を上回ることはない。
【００５８】
　前記ステップ３０２で発電出力が電力要求量に一致しておらず下回っている場合は、さ
らに発電出力が発電機３０の最大出力未満であるか否か判定する（ステップ３０３）。発
電出力が最大出力未満の場合、流路切換弁２６を調整してタービン２２に向う気相作動流
体の流量を所定量増やす（ステップ３０４）。ここで、タービン２２に流入させる作動流
体が増えた分、凝縮器２３における放出熱量は低下する。
【００５９】
　制御部５０は給水切換弁４３の切換状態を判別し（ステップ３０５）、凝縮器２３から
温水が熱源部１０に向っている場合には、熱源部１０出口での温水の温度を取得し（ステ
ップ３０６）、これが給湯用の設定温度範囲を下回るか否かを判定する（ステップ３０７
）。ここで設定温度範囲を下回る場合、熱源部１０のバーナ１３で燃焼させるガス量を増
やし、燃焼ガス供給を増大させて温水温度を高める（ステップ３０８）。そして再びステ
ップ３０６に戻って処理を繰返す。前記ステップ３０７で、水温が設定温度範囲を下回ら
ず範囲に含まれる場合、ステップ３０１に戻って以降の処理を繰返す。
【００６０】
　前記ステップ３０５で凝縮器２３から直接給湯先に温水が向っている場合には、凝縮器
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２３出口の水温を取得し（ステップ３０９）、これが給湯用の設定温度範囲を下回るか否
かを判定する（ステップ３１０）。ここで下回る場合、給水切換弁４３を切換えた（ステ
ップ３１１）後、ステップ３０６に移行する。前記ステップ３１０で設定温度範囲を下回
らない場合、ステップ３０１に戻って以降の処理を繰返す。
　なお、前記ステップ３０３で発電出力が発電機３０の最大出力に達している場合、処理
終了となる。
【００６１】
　負荷変化への対応を含む発電の継続可否に係る制御は、制御部５０により電力負荷及び
熱負荷の変化を監視する状態で、熱負荷の状態変化を考慮して、まず、熱負荷からの熱要
求量が、凝縮器２３における放出熱量の最小値以上となっているかを判定し（ステップ４
０１）、熱要求量が最小値以上である場合は、次に、電力負荷からの電力要求量が変化し
たか否かを判定する（ステップ４０２）。電力要求量が変化している場合、さらにこの電
力要求量を発電機３０の電力出力が超えているか否か判定し（ステップ４０３）、超えて
いる場合は流路切換弁２６を調整して、タービン２３に向う気相作動流体の流量を、所定
量減らす（ステップ４０４）。
【００６２】
　ここで、タービン２２に流入させる作動流体が減った分、凝縮器２３における放出熱量
は増加する。制御部５０は、凝縮器２３出口の水温が給湯用の設定温度範囲上限を超えて
いるか否かを判定する（ステップ４０５）。水温が設定温度範囲上限を超えている場合、
熱源部１０の作動流体熱交換部１２への燃焼ガス供給を停止して作動流体の加熱を止め、
動力サイクル機構部２０の作動並びに発電を停止し（ステップ４０６）、且つ流路切換弁
２６をタービン側への最小流量状態に復帰させる（ステップ４０７）。
【００６３】
　さらに、制御部５０は給水切換弁４３の切換状態を判別し（ステップ４０８）、凝縮器
２３から温水が熱源部１０に向っている場合には、熱源部１０出口での主管路４１におけ
る温水の温度が給湯用の設定温度範囲上限以下であるか否かを判定する（ステップ４０９
）。ここで設定温度範囲上限以下の場合、さらに温水の温度が給湯用の設定温度範囲に含
まれるか否かを判定する（ステップ４１０）。設定温度範囲内であれば、そのまま適温の
温水を給湯先へ向け送給する状態を維持して発電に係る処理を終了する。
【００６４】
　前記ステップ４０８で凝縮器２３から直接給湯先に温水が向っている場合には、給水切
換弁４３を切換えた（ステップ４１１）後、ステップ４０９に移行する。また、前記ステ
ップ４０９で、水温が設定温度範囲上限を超えている場合、熱源部１０の水加熱部１１へ
の燃焼ガス供給を所定量減少させ、加熱を弱める（ステップ４１２）。この後、前記ステ
ップ４０９に戻り、処理を繰返す。さらに、前記ステップ４１０で熱源部１０出口温度が
設定温度範囲を下回る場合、バーナ１３で燃焼させるガス量を増やし、燃焼ガス供給を増
大させて温水温度を高める（ステップ４１３）。そして再びステップ４１０に戻って処理
を繰返す。
【００６５】
　また、前記ステップ４０５で水温が適正温度範囲上限に達していない場合、ステップ４
０３に戻って以降の処理を繰返す。
　前記ステップ４０３で発電機３０の電力出力が負荷側での電力要求量を超えていない場
合は、前記電力要求量に発電出力を一致させる制御（ステップ３０１～３１１）を実行し
た上で、前記ステップ４０１に戻り、以降の処理を繰返すこととなる。
【００６６】
　前記ステップ４０２で電力負荷が変化していない場合、さらに途中で電力供給停止指令
が制御部５０に入力されているか否か判定し（ステップ４１４）、停止指令が入力されて
いる場合、前記ステップ４０６に移行する。前記ステップ４１４で供給停止指令の入力が
ない場合には、前記ステップ４０１に戻り監視状態を繰返す。また、前記ステップ４０１
で熱要求量が凝縮器放出熱量の最小値を下回る場合、前記ステップ４０６に移行する。
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【００６７】
　このように、本実施の形態に係る給湯システムにおいては、熱源部１０で発生させた熱
を動力サイクルの高温熱源として使用し、熱を動力に変換して発電を行う一方、動力サイ
クルの低温熱源として給湯用の水を使用して凝縮器２３で作動流体と熱交換させ、水の加
熱を行う形で動力サイクルの排熱を回収し、サイクル稼働を実現することから、給湯に加
えて電力供給を行うことができ、宅内電力需要の一部を賄えると共に、発電を行いつつ十
分な熱を発生させることができ、熱電比が住宅の電力需要と熱需要に見合った適切なもの
となり、且つ発生させる熱出力の最大値も十分大きく、電力発生に関わる熱発生で十分宅
内の熱需要に対応でき、電力発生に関わらない熱発生を抑えてシステム全体の発電効率を
高められる。また、制御部５０で流路切換弁２６を調整して作動流体のタービン２２へ向
う量とバイパス流路２５を通って直接凝縮器２３に向う量との割合を制御することから、
電力負荷や熱負荷の状況に応じた流路切換弁２６の制御で、発電機３０の発電出力と凝縮
器２３での熱出力のバランスを最適な状態に調整できることに加え、発電機３０を負荷追
従運転状態とすることができ、発電部分の稼働率を大きく高められ、システムの発電量を
増やして商用電力への依存度を小さくでき、エネルギコスト及び環境負荷の有効な削減が
図れる。
【００６８】
　なお、前記実施の形態に係る給湯システムは、一般の住宅一軒分の電力需要に対応して
、電力出力が約３ｋＷ以下となる住宅用システムを例示しているが、これに限らず、同様
の構成で、単機あるいは複数連結による電力出力が３０ｋＷまでの各種システムを構築で
き、より大きな電力需要に対応可能として、集合住宅用や事業所用のシステムとして適用
できる。
【００６９】
　また、前記実施の形態に係る給湯システムにおいて、発電機３０の電力出力は、ポンプ
２４等の自家電力消費機構部分や、電力供給路を介して接続される電力負荷で消費される
のみであり、発電機３０からの電力出力が電力負荷からの電力要求量を超えないよう動力
サイクル機構部２０を制御する構成としているが、これに限らず、発電機に対し電気的に
接続可能とされる蓄電池を配設し、必要に応じて発電機から蓄電池に充電する制御を行う
構成とすることもでき、発電機からの電力出力が負荷からの電力要求量より多くなった場
合でも、電力要求量を超えた余剰電力分を蓄電池に充電して発電出力をそのまま維持でき
ることから、前記実施形態で、余剰電力発生時に発電機３０の発電出力を作動流体のター
ビン２２流入量調整制御で単純に抑えようとすると、凝縮器２３での熱出力が過剰になる
ためにこれが行えず、最終的に動力サイクル機構部２０の作動及び発電を停止せざるを得
ないような状況でも、発電出力の一部を蓄電池に充電して負荷側への出力を相対的に減少
させられることで発電停止に至る制御を行わずに済み、発電をより長い時間にわたって継
続できることとなり、システムの発電量を増やして商用電力への依存度を小さくでき、エ
ネルギコスト及び環境負荷を確実に低減できる。
【００７０】
　また、前記実施の形態に係る給湯システムにおいて、冷却器としての凝縮器２３は水供
給源からの水のみを冷却用媒体として作動流体と熱交換させる構成としているが、これに
限らず、冷却器に暖房用等に用いる他の熱媒体用の流路を設けて、冷却器で水と共に他の
熱媒体を作動流体と熱交換させる構成とすることもできる。他の熱媒体については、水同
様、さらに熱源部に通して燃焼ガスと熱交換させるようにしてもかまわない。そして、他
の熱媒体も熱交換させる場合、加熱に必要な温度に応じて冷却器や熱源部における熱交換
位置を水のそれとずらして適切な温度が得られるようにするのが望ましい。この他、作動
流体の保有熱量や、供給したい水及び／又は熱媒体の温度レベルに応じて、作動流体と水
及び／又は他の熱媒体とを熱交換させる別の一又は複数の冷却器を作動流体流路中で水用
の冷却器と直列又は並列に接続配置する構成としたり、他の熱媒体加熱用の熱源部を別途
設け、水とは独立させて燃焼ガスと熱交換させる構成としたりすることもできる。
【００７１】
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　また、前記実施の形態に係る給湯システムにおいて、熱源部１０は水加熱部１１と作動
流体熱交換部１２を共に内蔵し、それぞれバーナ１３で生じさせた燃焼ガスを流通させる
構成としているが、これに限らず、水加熱部分と作動流体熱交換部が専用のバーナと共に
別個に収容される二つの熱源部を備える構成とすることもでき、一方で熱交換を行わない
状況における熱源部制御が容易となる。さらに、熱源部１０で用いる燃料としては、天然
ガスに限らず、燃焼により高温の燃焼ガスを生じさせられるものであれば、石油ガスや水
素等の他の気体燃料、また、ガソリンや灯油等の液体燃料を用いるようにしてもかまわな
い。
【００７２】
　また、前記実施の形態に係る給湯システムにおいて、熱源部１０の作動流体熱交換部１
２は、バーナ１３でガス燃料を燃焼させて発生させた燃焼ガスと作動流体とを伝熱部分を
介して直に熱交換させる構成としているが、これに限らず、燃焼ガスを一旦所定の熱媒体
と熱交換させ、作動流体をこの熱媒体と熱交換させて加熱する構成とすることもでき、作
動流体が熱媒体を介して間接的に加熱されることで、燃焼ガス側の急激な温度変化による
作動流体側への影響を緩和できる。さらに、前記熱媒体を用いる場合、熱媒体と作動流体
との熱交換部分を熱源部１０の外部に設ける構成とすることもでき、作動流体流路とバー
ナ火炎を離隔させて特殊な作動流体を用いる場合等の安全性を高められると共に、作動流
体流路部分のメンテナンス性も向上させられる。
【００７３】
　また、前記実施の形態に係る給湯システムにおいて、水供給源から導入された水は、そ
のまま動力サイクル機構部２０の冷却器としての凝縮器２３に流入する構成としているが
、これに限らず、図８に示すように、給湯システム２における熱源部１０に潜熱回収用熱
交換部１４を配設し、水を潜熱回収用熱交換部１４に最初に通した後、凝縮器２３に流通
させる構成とすることもでき、水を潜熱回収用熱交換部１４で予熱して温めた上で凝縮器
２３や熱源部１０の水加熱部１１でさらに加熱することから、燃焼ガスの保有する熱エネ
ルギを最大限に利用でき、潜熱回収での温度上昇分だけ、水を給湯に適した設定温度に到
達させるために他で与える熱量を小さくすることができ、無駄なエネルギ消費を抑えられ
る。さらに、こうした潜熱回収用熱交換部を用いる場合、これより下流側の管路に動力サ
イクル機構部の冷却器をバイパスする支管路及び管路切換弁を配設し、動力サイクル機構
部が作動していない場合には管路切換弁の制御で潜熱回収用熱交換部を通った水を支管路
に導いて冷却器に通さず熱源部に向わせる構成とすることもでき、潜熱回収用熱交換部で
得た熱の損失を防ぐことができる。
【００７４】
　また、前記実施の形態に係る給湯システムにおいては、気液分離器２１を出た液相の作
動流体を凝縮器２３に流入させ、水と熱交換させる構成としているが、これに限らず、気
液分離器を出た液相作動流体を高温側の熱交換用流体とする熱交換器を別途配設し、凝縮
器を出た水（温水）、又は凝縮器もしくはポンプを出た温度の低い液相作動流体と、気液
分離器を出た高温の液相作動流体とを熱交換させて熱回収を行う構成とすることもできる
。さらに、気液分離器からの支流路をポンプと作動流体熱交換部との間の作動流体流路に
接続し、気液分離器で気相分と分離した高温の液相作動流体を凝縮器に向わせるのではな
く、ポンプを出て作動流体熱交換部に向う低温の液相作動流体に合流させて熱回収を行う
構成とすることもでき、単純な構造ながら適切に熱回収が行え、装置コストの低減が図れ
る。
【００７５】
　また、前記実施の形態に係る給湯システムにおいては、動力サイクル機構部２０の作動
流体として、水とアンモニアの混合流体等の非共沸混合媒体を用いる構成としているが、
これに限らず、フロンやアンモニア、炭化水素、水、ＣＯ2等についても作動流体として
用いる構成とすることもできる。特に、熱源部で作動流体が約１３０℃未満の燃焼ガスと
熱交換する場合は、作動流体として水より低沸点の非共沸混合媒体や単一媒体を用いるの
が好ましく、作動流体が約１３０℃以上の燃焼ガスと熱交換する場合は、作動流体として
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動流体を気相分と液相分とに分離する必要がないため、図９に示すように、給湯システム
３における動力サイクル機構部２０で気液分離器を省略した機構とすることができる。こ
のＣＯ2を作動流体とする場合は、作動流体熱交換部１２で作動流体を給湯用の水と比べ
て高温にする必要があることから、前記実施形態とは異なり、水加熱部１１表面における
温度より高い温度の燃焼ガスが作動流体熱交換部１２に接触可能となるよう熱源部１０を
構成するのが好ましい。
【図面の簡単な説明】
【００７６】
【図１】本発明の一実施形態に係る給湯システムの概略系統図である。
【図２】本発明の一実施形態に係る給湯システムにおける熱源部の概略構成図である。
【図３】本発明の一実施形態に係る給湯システムにおける給湯開始制御のフローチャート
である。
【図４】本発明の一実施形態に係る給湯システムにおける給湯継続可否及び給湯状態調整
制御のフローチャートである。
【図５】本発明の一実施形態に係る給湯システムにおける発電開始制御のフローチャート
である。
【図６】本発明の一実施形態に係る給湯システムにおける発電出力制御のフローチャート
である。
【図７】本発明の一実施形態に係る給湯システムにおける発電継続可否制御のフローチャ
ートである。
【図８】本発明の他の実施形態に係る給湯システムの概略系統図である。
【図９】本発明の別の他実施形態に係る給湯システムの概略系統図である。
【符号の説明】
【００７７】
　１、２、３　　　　給湯システム
　１０　　　　　　　熱源部
　１１　　　　　　　水加熱部
　１２　　　　　　　作動流体熱交換部
　１３　　　　　　　バーナ
　１４　　　　　　　潜熱回収用熱交換部
　２０　　　　　　　動力サイクル機構部
　２１　　　　　　　気液分離器
　２２　　　　　　　タービン
　２３　　　　　　　凝縮器
　２４　　　　　　　ポンプ
　２５　　　　　　　バイパス流路
　２６　　　　　　　流路切換弁
　２７　　　　　　　支流路
　２８　　　　　　　減圧弁
　３０　　　　　　　発電機
　４０　　　　　　　管路
　４１　　　　　　　主管路
　４２　　　　　　　支管路
　４３　　　　　　　給水切換弁
　５０　　　　　　　制御部
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